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（概要版）

平成16年12月17日



2

本研究会の基本認識 －はじめに－

１．本研究会における検討経緯
○ ブロードバンド基盤は都市部を中心に整備が進展しており、採算性等の問題から民間事業者の投資が期待しに
くい地域は十分に整備が進んでおらず、地理的要因によるデジタル・ディバイドの是正が喫緊の課題。

２．ブロードバンド基盤整備に関する基本的認識
○ サービス・コンテンツ・アプリケーションの諸側面における超高速化・超大容量化に対する社会的ニーズの著しい
拡大傾向等を踏まえ、最終的には光ファイバによるFTTHを念頭においた適切な整備目標を持つことが望ましい。
ただし、ブロードバンド・ゼロ地域においては、早急にデジタル・ディバイドを解消するためにも、より簡易・迅速に
整備できる他のメディアを緊急に導入することも重要な選択肢。

○ ブロードバンドは普及途上にあり、国民生活に不可欠で全国あまねく提供されることを義務付けられるユニバー
サル・サービスとしては現時点では位置づけられていない。他方、デジタル・ディバイドの解消は喫緊の課題だが、
民間の競争のみによってこれを加速化することは難しいことから、国・地方公共団体・事業者の連携が極めて重要。

○ 特に、ブロードバンドの整備が進みにくい地域において、地理的特性や地域の資源、住民ニーズ等の実情に応じた
整備を促進するためには、地方公共団体の役割も極めて重要。現実にも、整備目標の設定、需要喚起、適切な
インセンティブ提供による民間投資の促進、光ファイバ網の設置及び民間開放等、様々な補完的・促進的役割を
果たす事例が増加。

３．地域ブロードバンド基盤整備加速化指針（案）の目的
○ このため、地域において関係者が連携しつつ、できることを順次実施することを加速化・促進するための
「地域ブロードバンド基盤整備加速化指針（案）」を作成・公表し、多くの地方公共団体の迅速な取組みを
促すもの。

４．今後の検討
○ ブロードバンドの全国的整備へ向けた国としての目標・具体的整備方策等については、本研究会において引き
続き検討を進め、来夏までに最終報告を取りまとめる方針。
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「地域ブロードバンド基盤整備加速化指針案」の概要（全体像）

第Ⅰ章 指針の目的 －地域でのブロードバンド整備における地方公共団体の役割を明確化、具体的課題・取組み事例を紹介して効率的・効果的ブロードバンド整備を促進

第Ⅲ章 地域におけるブロードバンド整備の意義と必要性
① 「生活水準の向上、地域経済の発展、地方行政効率化・高度化」のための基盤整備
② デジタル・ディバイドの実態（FTTHサービスの場合、人口5万人以上の自治体の普及割合は93.9%、人口5千人以下の自治体の普及割合は2.1%）
③ 地理的なデジタル・ディバイド解消の必要性 － 町村部内でも年間125万程度の格差（2004年）が215万円（2010年）に拡大（世帯当たり経済格差）

第Ⅳ章 地域におけるブロードバンド整備に関する基本的考え方
① 国の役割 － 民間主導原則の下、国としての整備目標を示し、公正な競争の推進、規制の見直し、各般の支援措置を講ずる、等
② 地方公共団体の補完的・促進的役割 － 民業圧迫を回避し、地域が主体的・能動的に、地域の実情に応じた迅速な整備を推進するために
③ 都道府県・市町村・地域社会・事業者の役割
－ 都道府県は、①ビジョン作成、②市町村への財政支援、③専門的知見を有する人材やノウハウの市町村への提供 を
－ 市町村は、地域社会の意向や活動状況の実情把握、都道府県・地域住民・事業者らとの連携による整備推進 を
－ 事業者は、地域が必要とする情報を可能な限り提供を

整備目的の明確化

・ 「地域の課題にブロードバンドがどう貢献でき
るか」との観点から整備目的の明確化

整備目的の明確化

・ 「地域の課題にブロードバンドがどう貢献でき
るか」との観点から整備目的の明確化

整備目標・整備レベルの設定

・ FTTHを念頭に置いた目標設定を
・ ブロードバンド・ゼロ地域では他のメディアを
緊急整備するオプションも

整備目標・整備レベルの設定

・ FTTHを念頭に置いた目標設定を
・ ブロードバンド・ゼロ地域では他のメディアを
緊急整備するオプションも

e戦略・整備計画の策定

・ 都道府県がe戦略・ブロードバンド基盤整備
計画を作成
・ 実施項目・推進体制・役割分担・日程・資金
計画を盛り込み

e戦略・整備計画の策定

・ 都道府県がe戦略・ブロードバンド基盤整備
計画を作成
・ 実施項目・推進体制・役割分担・日程・資金
計画を盛り込み

推進体制の整備・啓発活動の推進

・ 国、都道府県・市町村、事業者、地域住民等
の参加する協議会を設置する等の体制整備

推進体制の整備・啓発活動の推進

・ 国、都道府県・市町村、事業者、地域住民等
の参加する協議会を設置する等の体制整備

事業者との協議・調整

・ 事業者のサービス提供見通し、サービス開始
に必要な需要規模等の条件確認、概算見積り

事業者との協議・調整

・ 事業者のサービス提供見通し、サービス開始
に必要な需要規模等の条件確認、概算見積り

利用者のニーズの把握

・ 利用希望の有無、需要規模、希望する利用
方策等について把握

利用者のニーズの把握

・ 利用希望の有無、需要規模、希望する利用
方策等について把握

国や近隣地方公共団体との情報交換

・ BB普及状況、他の自治体の支援策等につき
情報交換し、首長や地域社会の意識高揚に

努める

国や近隣地方公共団体との情報交換

・ BB普及状況、他の自治体の支援策等につき
情報交換し、首長や地域社会の意識高揚に

努める

整備スキーム・運用スキームの確定

・ 事業者の動向や財政面等を総合的に勘案し
民設民営、公設民営、公設公営方式等を確定

整備スキーム・運用スキームの確定

・ 事業者の動向や財政面等を総合的に勘案し
民設民営、公設民営、公設公営方式等を確定

効果的な支援措置

・ 初期投資軽減のため補助金等の支援措置
・ 設備設置空間やバックボーン回線の確保等

効果的な支援措置

・ 初期投資軽減のため補助金等の支援措置
・ 設備設置空間やバックボーン回線の確保等

地公体の自己設置光ファイバ網の開放

・ 空き芯線開放のため、平素から開放可能部分
に係る情報を整備・開示する等の条件整備

地公体の自己設置光ファイバ網の開放

・ 空き芯線開放のため、平素から開放可能部分
に係る情報を整備・開示する等の条件整備

利用方策の継続的検討

・ 平素よりBBの効用等を周知、整備とも地域社
会に適した利用方策を検討

利用方策の継続的検討

・ 平素よりBBの効用等を周知、整備とも地域社
会に適した利用方策を検討

人材の確保

・ ブロードバンド基盤整備に強い人材の育成、
アドバイザーのリストアップ

人材の確保

・ ブロードバンド基盤整備に強い人材の育成、
アドバイザーのリストアップ

等

第
Ⅴ
章
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方
公
共
団
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と
対
応

第Ⅱ章 ブロードバンドの普及の現状 － ブロードバンド普及状況、光ファイバ整備状況（自治体光ファイバ４万km）
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第Ⅰ章 本指針の目的

○ 民間事業者の活発な競争とインフラ

整備の拡充、政府による支援の充実・

公正競争の促進により、ブロードバンドは

急速に普及。

○ 料金水準（安さ）・通信速度水準（速さ）

で我が国は世界一のブロードバンド環境

を実現。

○ 民間事業者の活発な競争とインフラ

整備の拡充、政府による支援の充実・

公正競争の促進により、ブロードバンドは

急速に普及。

○ 料金水準（安さ）・通信速度水準（速さ）

で我が国は世界一のブロードバンド環境

を実現。

○ ブロードバンドが利用できる地域とでき

ない地域との間におけるデジタル・ディバ

イドの拡大が社会経済問題化し、その

解決は急務。

○ ブロードバンドがすでに社会経済活動

に必要不可欠なツールとしての地位を確

立しつつある現状を考慮すれば、デジタル

・ディバイドの解消へ向けた取組みは喫緊

の課題。

○ ブロードバンドが利用できる地域とでき

ない地域との間におけるデジタル・ディバ

イドの拡大が社会経済問題化し、その

解決は急務。

○ ブロードバンドがすでに社会経済活動

に必要不可欠なツールとしての地位を確

立しつつある現状を考慮すれば、デジタル

・ディバイドの解消へ向けた取組みは喫緊

の課題。

○ デジタル・ディバイドは事業者間の競争
のみによる解消は困難であり、ブロードバ
ンドがユニバーサル・サービスとして位置
付けられていない現状では、民間主導原
則の下、国・地方公共団体・民間事業者
の連携が極めて重要。

○ ブロードバンド基盤整備に積極的な
意欲を持つ地域住民や地方公共団体が
事業者との協議や需要喚起活動を行い、
サービス誘致等につながる事例が増加。

○ 特に、地方公共団体主導の場合、首長
が強い意思を持つ場合に円滑に進む事例
が多い。

○ また、地方公共団体は、自己設置した
光ファイバ網を開放し、民間ネットワーク
を補完する形で地域におけるブロードバ
ンド基盤に有効活用する事例も見られる。

○ デジタル・ディバイドは事業者間の競争
のみによる解消は困難であり、ブロードバ
ンドがユニバーサル・サービスとして位置
付けられていない現状では、民間主導原
則の下、国・地方公共団体・民間事業者
の連携が極めて重要。

○ ブロードバンド基盤整備に積極的な
意欲を持つ地域住民や地方公共団体が
事業者との協議や需要喚起活動を行い、
サービス誘致等につながる事例が増加。

○ 特に、地方公共団体主導の場合、首長
が強い意思を持つ場合に円滑に進む事例
が多い。

○ また、地方公共団体は、自己設置した
光ファイバ網を開放し、民間ネットワーク
を補完する形で地域におけるブロードバ
ンド基盤に有効活用する事例も見られる。

１．これまでの先進事例・成功事例（ベスト・プラクティス）をもとに、地域におけるブロードバンド
基盤整備における地方公共団体の役割・位置づけを明確化
２．具体的な課題・取組事例を都道府県・市町村に対して整理・紹介

地域における一層効率的・効果的なブロードバンド基盤整備に資することを目的とする

１．これまでの先進事例・成功事例（ベスト・プラクティス）をもとに、地域におけるブロードバンド
基盤整備における地方公共団体の役割・位置づけを明確化
２．具体的な課題・取組事例を都道府県・市町村に対して整理・紹介

地域における一層効率的・効果的なブロードバンド基盤整備に資することを目的とする

ブロードバンドの急速な普及 デジタル・ディバイドの拡大

地方公共団体が一定の役割を果
たすことに対する期待の増大
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第Ⅱ章 ブロードバンドの普及の現状① －利用環境－

○事業者間競争の進展により、我が国は、「安さ」と「速さ」の面で、世界一のブロードバンド利用環境を実現。○事業者間競争の進展により、我が国は、「安さ」と「速さ」の面で、世界一のブロードバンド利用環境を実現。
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第Ⅱ章 ブロードバンドの普及の現状② －加入者数と都道府県別普及状況－

○ ブロードバンド加入者数は1,600万を突破。（FTTHの加入者数176万は世界第1位。）
○ ブロードバンド普及状況については都道府県別ごとに格差がある。（特にFTTH）
○ ブロードバンド加入者数は1,600万を突破。（FTTHの加入者数176万は世界第1位。）
○ ブロードバンド普及状況については都道府県別ごとに格差がある。（特にFTTH）

ブロードバンド契約者数（電気通信事業報告規則に基づくもの）

都道府県別ブロードバンドサービス普及割合（提供市町村ベース） 平成16年10月末現在

ＦＴＴＨサービス（光ファイバ）が提供されている自治体 ＦＴＴＨサービスは未提供だが、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット
等の何らかのブロードバンドサービスが提供されている自治
体

ブロードバンドサービス未提供の自治体

※グラフ内の数字は市町村数。サービスが少なくともその地域の一部で提供されていればカウントしている。

FTTH DSL CATV FWA 合計

1,757,716 12,118,714 2,688,813 29,514 16,594,757

平成16年6月末現在
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第Ⅱ章 ブロードバンドの普及の現状③ －光ファイバ網の整備状況－

○電気通信事業者が設置している光ファイバ網は、ケーブル長ベースで約80万kmとなっており、近年はFTTHの急速な
普及により、加入者系の整備が進んでいる。
○一方、光ファイバ網を自己設置している地方公共団体は964（全体の約30%）。全体のケーブル長ベースで約4万km
（芯線長ベースで約120万km）あり、用途別では地域公共ネットワークが全体の約67％を占めている。

○電気通信事業者が設置している光ファイバ網は、ケーブル長ベースで約80万kmとなっており、近年はFTTHの急速な
普及により、加入者系の整備が進んでいる。
○一方、光ファイバ網を自己設置している地方公共団体は964（全体の約30%）。全体のケーブル長ベースで約4万km
（芯線長ベースで約120万km）あり、用途別では地域公共ネットワークが全体の約67％を占めている。

電気通信事業者が設置する光ファイバ網（ケーブル長）の推移 地方自治体が自己設置している光ファイバ網の状況（都道府県別）

41,300 51,920 72,955
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※ケーブル長は、ADSL事業者、衛星系事業者、移動体系事業者およびCATVを兼営する事業者の分を除く。
※中継系とは、加入者系幹線、加入者系配線を除く、電気通信事業者内のネットワーク内の中継系伝送路。
※加入者系とは加入者収容局内の端末系光幹線路から加入者宅内の光端末回線装置まで。
※ケーブル長＝ケーブル亘長×ケーブル条数。
※中継系光ファイバの平成11年度以前は、国際ケーブルを含む。
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※中継系とは、加入者系幹線、加入者系配線を除く、電気通信事業者内のネットワーク内の中継系伝送路。
※加入者系とは加入者収容局内の端末系光幹線路から加入者宅内の光端末回線装置まで。
※ケーブル長＝ケーブル亘長×ケーブル条数。
※中継系光ファイバの平成11年度以前は、国際ケーブルを含む。
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地域公共ネットワーク用 ：公民館、学校、役場、出先機関等の公共施設を接続する情報
系（住民サービス等）ネットワーク。都道府県が整備する情報ハイ
ウェイも含む。

公共施設管理用 ：下水道等の公共施設の管理のために整備する光ファイバ網。

地下鉄運行管理用

その他

ＣＡＴＶ

加入者系光ファイバ網 ：過疎地域等の地方自治体が、国庫補助及び単独事業により地域
公共ネットワークを活用しつつ整備する加入者系光ファイバ網。
（ＦＴＴＨ）
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系（住民サービス等）ネットワーク。都道府県が整備する情報ハイ
ウェイも含む。

公共施設管理用 ：下水道等の公共施設の管理のために整備する光ファイバ網。

地下鉄運行管理用

その他
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加入者系光ファイバ網 ：過疎地域等の地方自治体が、国庫補助及び単独事業により地域
公共ネットワークを活用しつつ整備する加入者系光ファイバ網。
（ＦＴＴＨ）
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第Ⅲ章 地域におけるブロードバンド基盤整備の意義・必要性①

地
域
に
お
け
る
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン

ド
基
盤
整
備
の
積
極
的
意
義

デ
ジ
タ
ル
・
デ
ィ
バ
イ
ド
の
解

消
の
必
要
性

１．地域生活向上基盤としてのブロードバンド
高速・超高速インターネット利用のためのアクセス網、IP電話、放送コンテンツへのニーズ
高齢者の安否確認・健康管理・遠隔診断支援、遠隔授業、地域交流活動による伝統芸能継承等

２．地域経済発展基盤としてのブロードバンド
ブロードバンドは企業活動に不可欠な産業経済活動基盤（事業所の利用率42.7％（平成15年12月））
地域情報発信能力により、観光情報・産業情報の内外への発信、SOHO起業者の誘致等にも貢献

３．地方行政効率化・高度化基盤としてのブロードバンド
行政システムの一部としてブロードバンドを活用すべき。公共サービス窓口の代替、電子自治体による
住民とのインタフェース、災害時の被害状況提供・安否通信に貢献

主要な発生原因

民間事業者による需要規模の大きい
都市部からの整備、競争による先行投資、

各種キャンペーン

都市部と地方との
デジタル・ディバイド

市町村域内の
デジタル・ディバイド

（市町村合併によるクローズアップ）

デ
ジ
タ
ル
・
デ
ィ
バ
イ
ド
に

よ
る
経
済
的
格
差
等
の
拡
大

・BB利用による
経済効果の
逸失

・DD放置による
負の経済効果

通
常
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
が
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
を

あ
る
程
度
前
提
と
し
て
い
る

（Ｏ
Ｓ
等
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を

最
新
化
・最
適
化
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
等
）
状

況
に
あ
り
、
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
整
備
が
地
域
の
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
利
用
そ
の
も
の
の
円
滑
化
に
貢
献
。
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第Ⅲ章 地域におけるブロードバンド基盤整備の意義・必要性② -都市部と地方のデジタル・ディバイド-

○全3,123市町村のうち、89％にあたる2,774団体において、いずれかのブロードバンドサービスが提供されている。
○ しかし、どのサービスも人口規模による普及状況の格差が見られ、FTTHの場合は特に格差が著しい。
○全3,123市町村のうち、89％にあたる2,774団体において、いずれかのブロードバンドサービスが提供されている。
○ しかし、どのサービスも人口規模による普及状況の格差が見られ、FTTHの場合は特に格差が著しい。

ブロードバンドサービスの種類別・人口規模別普及状況（平成16年10月末現在）

ＡＤＳＬのみ

1436団体

ＦＴＴＨ＋ＡＤＳＬ

411団体

ＦＴＴＨ＋ＡＤＳＬ＋ケーブルインターネット

528団体

ＡＤＳＬ＋ケーブルインターネット

313団体

ＦＴＴＨのみ

17団体

ケーブルインターネットのみ

67団体

ＦＴＴＨ＋ケーブルインターネット

2団体

ブロードバンド

サービス未提供

349団体

ＦＴＴＨサービス普及状況（人口規模別） ＡＤＳＬサービス普及状況（人口規模別） ケーブルインターネットサービス普及状況（人口規模別）

全国3,123市町村
（平成16年4月現在の市町村数）

0～5,000人
（676団体）

5,001～
10,000人
（783団体）

10,001～
50,000人
（1,186団体）

50,000人～
（478団体）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～5,000人
（676団体）

5,001～
10,000人
（783団体）

10,001～
50,000人
（1,186団体）

50,000人～
（478団体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～5,000人
（676団体）

5,001～
10,000人
（783団体）

10,001～
50,000人
（1,186団体）

50,000人～
（478団体）

449団体
（93.9%）

401団体
（33.8%）

83団体
（10.6%）

14団体
（2.1%）

29団体

785団体

700団体

662団体

478団体
（100%）

1,176団体
（99.2%） 10団体

704団体
（89.9%） 79団体

330団体
（48.8%） 346団体

374団体
（78.2%）

325団体
（27.2%）

134団体
（17.1%）

77団体
（12.1%）

104団体

861団体

649団体

559団体

※提供市町村数はサービスが少なくともその地域の一部で提供されている市町村数。
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第Ⅲ章 地域におけるブロードバンド基盤整備の意義・必要性③ -同一市町村内のデジタル・ディバイド-

○ 「サービス提供済み」とされている市町村であっても、実際に加入可能である世帯はその一部でしかなく、域内デジタ
ル・ディバイドが生じている場合が多い。（全世帯が加入可能な市町村の割合は、ADSLの場合、全市町村の約51％、
FTTHは4.6％、ケーブルインターネットは8.1％に過ぎない。）

○ 「サービス提供済み」とされている市町村であっても、実際に加入可能である世帯はその一部でしかなく、域内デジタ
ル・ディバイドが生じている場合が多い。（全世帯が加入可能な市町村の割合は、ADSLの場合、全市町村の約51％、
FTTHは4.6％、ケーブルインターネットは8.1％に過ぎない。）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ADSL FTTH ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

100%
1,603団体
（51.3%）

未提供
429団体
（13.7%）

単一市区町村内での加入可能世帯率からみたブロードバンドサービスの提供状況

全国（3,123団体）
■：単一市区町村内での

加入可能世帯率100%
■：80%以上、100%未満
■：50%以上、80%未満
■：0%以上、50%未満
■：未提供

平成16年4月1日現在

100%
143団体
（4.6%）

未提供
2,181団体
（69.8%）

100%
253団体
（8.1%）

未提供
2,377団体
（76.1%）（20.6%）

（9.3%）
（5.1%）

（9.6%）

（6.8%）
（9.2%）

（7.9%）
（4.8%）
（3.0%）サ

ー
ビ
ス
提
供
済

サ
ー
ビ
ス
提
供
済

域
内
デ
ジ
タ
ル
・デ
ィ
バ
イ
ド
が
発
生

域
内
デ
ジ
タ
ル
・デ
ィ
バ
イ
ド
が
発
生
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第Ⅲ章 地域におけるブロードバンド基盤整備の意義・必要性④ -経済的格差の拡大-

○医療、福祉、教育分野等における経費削減効果、産業分野における経済効果のプラスの効果に加え、ナローバンドによるイン
ターネット利用の非効率化による負の効果も加味すると、ブロードバンドのデジタル・ディバイドによる1世帯当たりの経済的格差は、
2004年では町村部で年額125万円程度であったのが、2010年には年額215万～218万円程度まで拡大。

○医療、福祉、教育分野等における経費削減効果、産業分野における経済効果のプラスの効果に加え、ナローバンドによるイン
ターネット利用の非効率化による負の効果も加味すると、ブロードバンドのデジタル・ディバイドによる1世帯当たりの経済的格差は、
2004年では町村部で年額125万円程度であったのが、2010年には年額215万～218万円程度まで拡大。

ブロードバンドのデジタル・ディバイドによる年間１世帯当たりの経済的格差

2004年 2010年

-67.6万円

-125.8万円

33.6万円 39.2万円

23.7万円

50.1万円

33.4万円

25.3万円

39.1万円

53.5万円

-67.6万円

-125.8万円

デ
ジ
タ
ル
・デ
ィ
バ
イ
ド
に
よ
る
経
済
的
格
差

デ
ジ
タ
ル
・デ
ィ
バ
イ
ド
に
よ
る
経
済
的
格
差

デジタル・ディバイドに
よる経済的格差が拡大

デジタル・ディバイドに
よる経済的格差が拡大

ブロードバンドユーザ
が得る経済効果

ブロードバンドが
利用できない場合の

負の効果

０

金額（万円／年）

時間

町村 過疎町村

過疎町村町村

医療、福祉、教育分野等における年間経費削減効果

産業分野における経済効果

インターネット利用の非効率化に関する負の効果

※ 今後の研究会で更に検証。
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第Ⅳ章 地域におけるブロードバンド基盤整備に対する基本的考え方

１．民間主導原則と国による環境整備

ブロードバンド基盤整備は民間主導的役割を担うのが原則、国の役割はまず整備目標を示し、公正な競争の促進、規制の見直し等高度
情報通信ネットワーク社会の形成を阻害する要因を解消する等、民間の活力が十分に発揮されるための環境整備を行うとともに、各種の
支援措置を講ずる等にある

１．民間主導原則と国による環境整備

ブロードバンド基盤整備は民間主導的役割を担うのが原則、国の役割はまず整備目標を示し、公正な競争の促進、規制の見直し等高度
情報通信ネットワーク社会の形成を阻害する要因を解消する等、民間の活力が十分に発揮されるための環境整備を行うとともに、各種の
支援措置を講ずる等にある

２．地方公共団体の補完的・促進的役割

ブロードバンドは地域の生活基盤・産業発展基盤としての積極的な役割を果たしている一方、これを未整備のまま放置することにより
デジタル・ディバイドが深刻化。

特に整備の遅れた地域においては、地方公共団体が自らの問題として捉え、地域自らのイニシアティブで、地域の実情に応じた整備を
迅速に推進する必要がある。
○ 適切なインセンティブを提供しつつ、事業者に基盤整備、サービス提供を促す等の促進的役割
○ 自己設置した光ファイバ網を民間に開放する等の補完的役割

２．地方公共団体の補完的・促進的役割

ブロードバンドは地域の生活基盤・産業発展基盤としての積極的な役割を果たしている一方、これを未整備のまま放置することにより
デジタル・ディバイドが深刻化。

特に整備の遅れた地域においては、地方公共団体が自らの問題として捉え、地域自らのイニシアティブで、地域の実情に応じた整備を
迅速に推進する必要がある。
○ 適切なインセンティブを提供しつつ、事業者に基盤整備、サービス提供を促す等の促進的役割
○ 自己設置した光ファイバ網を民間に開放する等の補完的役割

３．都道府県・市町村・地域社会・事業者の役割

◆ 都道府県 ⇒ 整備目標、整備レベル等といったビジョンの作成。

◆ 市町村 ⇒ 地域住民に近い立場から、ブロードバンド誘致に対する住民や地域社会の意向、活動状況といった
地域の 実情の把握に努め、整備を推進。

◆ 地域社会 ⇒ 地域ニーズの把握や、事業者等の協議（地方公共団体は情報提供等の側面支援）

◆ 事業者 ⇒ 整備を進める上で地域が必要とする情報を可能な限り提供。

３．都道府県・市町村・地域社会・事業者の役割

◆ 都道府県 ⇒ 整備目標、整備レベル等といったビジョンの作成。

◆ 市町村 ⇒ 地域住民に近い立場から、ブロードバンド誘致に対する住民や地域社会の意向、活動状況といった
地域の 実情の把握に努め、整備を推進。

◆ 地域社会 ⇒ 地域ニーズの把握や、事業者等の協議（地方公共団体は情報提供等の側面支援）

◆ 事業者 ⇒ 整備を進める上で地域が必要とする情報を可能な限り提供。
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第Ⅴ章 地域におけるブロードバンド基盤整備に関する課題と対応①

○ 以下の諸課題に順次対応することにより、地域におけるブロードバンド基盤整備を推進する事例が各地に見られる。○ 以下の諸課題に順次対応することにより、地域におけるブロードバンド基盤整備を推進する事例が各地に見られる。

①整備目的の明確化

・ 「地域の課題にブロードバンドが

どう貢献できるか」との観点から

整備目的の明確化

①整備目的の明確化

・ 「地域の課題にブロードバンドが

どう貢献できるか」との観点から

整備目的の明確化

②整備目標・整備レベルの設定

・ FTTHを念頭に置いた目標設定を
・ ブロードバンド・ゼロ地域では
他のメディアを緊急整備する
オプションも

②整備目標・整備レベルの設定

・ FTTHを念頭に置いた目標設定を
・ ブロードバンド・ゼロ地域では
他のメディアを緊急整備する
オプションも

③e戦略・整備計画の策定

・ 都道府県がe戦略・ブロードバンド
基盤整備計画を作成
・ 実施項目・推進体制・役割分担・
日程・資金計画を盛り込み

③e戦略・整備計画の策定

・ 都道府県がe戦略・ブロードバンド
基盤整備計画を作成
・ 実施項目・推進体制・役割分担・
日程・資金計画を盛り込み

④推進体制の整備・啓発活動

・ 国、都道府県・市町村、事業者、

地域住民等の参加する協議会を

設置する等の体制整備

④推進体制の整備・啓発活動

・ 国、都道府県・市町村、事業者、

地域住民等の参加する協議会を

設置する等の体制整備

⑤事業者との協議・調整

・ 事業者のサービス提供見通し、

サービス開始に必要な需要規模

等の条件確認、概算見積り

⑤事業者との協議・調整

・ 事業者のサービス提供見通し、

サービス開始に必要な需要規模

等の条件確認、概算見積り

⑥利用者のニーズの把握

・ 利用希望の有無、需要規模、

希望する利用方策等について把握

⑥利用者のニーズの把握

・ 利用希望の有無、需要規模、

希望する利用方策等について把握

⑦国や近隣地方公共団体との情報
交換

・ BB普及状況、他の自治体の支援策等
につき情報交換し、首長や地域社会の

意識高揚に努める

⑦国や近隣地方公共団体との情報
交換

・ BB普及状況、他の自治体の支援策等
につき情報交換し、首長や地域社会の

意識高揚に努める

⑧整備・運用スキームの確定

・ 事業者の動向や財政面等を総合

的に勘案し民設民営、公設民営、

公設公営方式等を確定

⑧整備・運用スキームの確定

・ 事業者の動向や財政面等を総合

的に勘案し民設民営、公設民営、

公設公営方式等を確定

⑨効果的な支援措置

・ 初期投資軽減のため補助金等
の支援措置
・ 設備設置空間やバックボーン
回線の確保等

⑨効果的な支援措置

・ 初期投資軽減のため補助金等
の支援措置
・ 設備設置空間やバックボーン
回線の確保等

⑩地公体の自己設置光ファイ
バ網の開放

・ 空き芯線開放のため、平素から

開放可能部分に係る情報を整備・

開示する等の条件整備

⑩地公体の自己設置光ファイ
バ網の開放

・ 空き芯線開放のため、平素から

開放可能部分に係る情報を整備・

開示する等の条件整備

⑪利用方策の継続的検討

・ 平素よりBBの効用等を周知、
整備とも地域社会に適した利用

方策を検討

⑪利用方策の継続的検討

・ 平素よりBBの効用等を周知、
整備とも地域社会に適した利用

方策を検討

⑫人材の確保

・ ブロードバンド基盤整備に強い

人材の育成、アドバイザーのリスト

アップ

⑫人材の確保

・ ブロードバンド基盤整備に強い

人材の育成、アドバイザーのリスト

アップ
等
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第Ⅴ章 地域におけるブロードバンド基盤整備に関する課題と対応② －地方公共団体による補助金等－

○ブロードバンド基盤整備において、事業者の初期投資や加入者の初期負担を軽減するために、対事業者、対加入者補助金等
の支援措置を講じている地方公共団体は、平成15年度が118、平成16年度（計画ベース）が108あり、支援総額は2年間で104億
円に上る。
○最も支援事例が多いADSLについてみると、支援措置を講じている地方公共団体のほうが支援措置を講じていない地方公共
団体のほうがADSL平均加入世帯率が低く、民間による採算ベースではADSLが提供されない地域でこうした措置が講じられてい
ることが伺われる。

○ ブロードバンド基盤整備において、事業者の初期投資や加入者の初期負担を軽減するために、対事業者、対加入者補助金等
の支援措置を講じている地方公共団体は、平成15年度が118、平成16年度（計画ベース）が108あり、支援総額は2年間で104億
円に上る。
○最も支援事例が多いADSLについてみると、支援措置を講じている地方公共団体のほうが支援措置を講じていない地方公共
団体のほうがADSL平均加入世帯率が低く、民間による採算ベースではADSLが提供されない地域でこうした措置が講じられてい
ることが伺われる。

ＡＤＳＬ平均加入可能世帯率
（都道府県ベース）

（都道府県）
地方公共団体のブロードバンド基盤整備支援状況（単独事業のみ）

0% 20% 40% 60% 80% 100

支援措置を講じて
いる都道府県

支援措置を講じて
いない都道府県

90.0%

98.5%

平成１５年度（８県） 平成１６年度（計画）（１５県）

支援内容 支援内容

市町村
支援

事業者
支援

金額
（百万円）

件数 市町村
支援

事業者
支援

２

１２

０

３

１７

２

２

０

３

７

ＦＴＴＨ ０ ０ ０

金額
（百万円）

１

１１

０

２

１４

４４３※

４４３

４９８※

４９８

ＡＤＳＬ ８ ０ ８

ｹｰﾌﾞﾙｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄ

０ ０ ０

ＦＷＡ １ ０ １

合計 ９ ０ ９

件数
支援対象
サービス

（市町村）

加入者
支援

加入者
支援

２７

０

１０

１０

７

事業者
支援

自主
整備

１１５

４

２７

７８

６

件数

平成１５年度（１１０市町村）

１９

４

１０

３

２

支援内容

６７

０

５

６０

２

２９

０

１２

１５

２

３，６０８

１９７

１，９９０

５４３

８７８

金額
（百万円） 事業者

支援
自主
整備

９８

４

３０

５２

１１

件数

平成１６年度（計画）（９４市町村）

２０

５

１０

２

３

支援内容

５１

０

１０

４０

１

５，８５７

１９７

３，８４７

４２０

１，３３４

金額
（百万円）

合計

ＦＷＡ

ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

ＡＤＳＬ

ＦＴＴＨ

支援対象サ
ービス

（注１） 自主整備とは、市町村が自ら整備し自らサービスを提供する場合または
民間事業者に開放する場合をいう。
（注２） 事業者支援とは、民間事業者の整備に対して市町村が支援（補助）する場
合をいう。
（注３） 加入者支援とは、個人加入者へ支援する場合をいう。
※ 複数のサービスを対象に支援措置を実施している場合があるため、サービス
ごとの金額は出していない。
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第Ⅴ章 地域におけるブロードバンド基盤整備に関する課題と対応③ －地方公共団体の光ファイバ網の開放－

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

1 4 ,0 0 0

1 6 ,0 0 0

1 8 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

北

海

道

青
　

森

岩
　

手

宮
　

城

秋
　

田

山
　

形

福
　

島

茨
　

城

栃
　

木

群
　

馬

埼
　

玉

千
　

葉

東
　

京

神

奈

川

山
　

梨

新
　

潟

長
　

野

富
　

山

石
　

川

福
　

井

岐
　

阜

静
　

岡

愛
　

知

三
　

重

滋
　

賀

京
　

都

大
　

阪

兵
　

庫

奈
　

良

和

歌

山

鳥
　

取

島
　

根

岡
　

山

広
　

島

山
　

口

徳
　

島

香
　

川

愛
　

媛

高
　

知

福
　

岡

佐
　

賀

長
　

崎

熊
　

本

大
　

分

宮
　

崎

鹿

児

島

沖
　

縄

2 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

6 0 ,0 0 0

8 0 ,0 0 0

1 0 0 , 0 0 0

1 2 0 , 0 0 0

2 0 ,0 0 0

地 方 自 治 体 が 自 己 設 置 す る 光 フ ァ イ バ 網 の 開 放 状 況 に つ い て （都 道 府 県 別 ）

開 放 済 み の 光 フ ァ イ バ 網

開 放 可 能 で あ る が 未 開 放 の 光 フ ァ イ バ 網

開 放 不 可 能 な 光 フ ァ イ バ 網

芯
線
長
（
ｋ
ｍ
）

※ 開放済み光ファイバを持つ都道府県のうち、北海道、岩手、秋田、茨城、愛知、岡山、広島、宮崎は、総務省の補助事業である「加入者系光ファイバ網設備整備事業」により整備され、
開放されたものを含む。

○ 総芯線長約120万kmのうち、開放可能とされているものは27万ｋｍ（総芯線長の22％）であるが、実際に開放されている
のは約9万kmにすぎない。
○総芯線長約120万kmのうち、開放可能とされているものは27万ｋｍ（総芯線長の22％）であるが、実際に開放されている
のは約9万kmにすぎない。


	ブロードバンド・ゼロ地域 脱出計画　～光ブロードバンド・コミュニティへ向けた地方公共団体のための指針案～（概要版）

